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業務の適正を確保するために必要な体制及び運用状況の概要
１．業務の適正を確保するために必要な体制
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
「グループコンプライアンス行動規範」を定め、法令・企業倫理の遵守、社会規範の
尊重が三重交通グループの経営の根幹である旨を明示するとともに、具体的指標となる
マニュアルを制定し、これを周知するための措置をとります。
また、法令及び企業倫理に則った企業行動を推進するため、「グループコンプライア

ンス推進委員会」を設置するとともに、当社並びにグループ各社に責任者を置きコンプ
ライアンスの推進を図ります。さらに、三重交通グループにおける法令・企業倫理に反
する行為の早期発見、是正に努めるため、「グループコンプライアンス相談窓口」を設
けます。
社会の秩序や健全な事業活動を脅かす反社会的勢力には、一切関係を持たず不当な要

求には毅然たる態度で臨み、厳正に対処します。
金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統

制規程」を制定し、財務報告に係る内部統制の整備、運用を適切に行います。
(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

情報の保存及び管理に関し、「文書取扱規程」、「稟議規程」等の規程に基づき、適切
な保存、管理を実施するとともに、定期的に保存、管理の状況の点検を行います。保存
及び管理された情報は、取締役及び監査役には随時閲覧できる措置をとります。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
三重交通グループ各社の企業活動を取り巻く様々なリスクを適切に管理するため、包

括規程として「グループリスク管理規程」を制定しグループ各社に徹底するとともに、
重要なリスクについては、必要に応じて経営会議、取締役会等の会議体において個別の
審議を行います。
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また、特定のリスク管理に関わる事項については、各社ごとに主管部署を定め、「個
人情報管理規程」、「内部者取引防止規則」、「非常災害対策規程」等の社内規程、マニュ
アル等を制定し、個別の管理体制を整備します。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会の決議により、適正な業務組織と分掌事項を設定し、業務執行取締役の担当

業務を定めます。社長は業務全般を統括するとともに、相互牽制の観点にも配慮しつ
つ、必要に応じて一定の基準により決裁権限を委譲します。
また、代表取締役の諮問機関として「経営会議」を設置し、経営戦略上の重要事項等

について十分に事前審議を行うとともに、必要に応じ個別の経営課題ごとの委員会組織
を設けます。
日常の業務処理については、「組織規程」など基準となるべき社内規程、マニュアル

等を整備します。
(5) 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
三重交通グループが一体となって適正な事業活動を行うため、三重交通グループの基

本理念及び経営指針を定めるとともに、グループ経営の基本方針及び当社とグループ各
社の責任権限のあり方等を明確にした「グループ経営要綱」を制定し、グループ連結経
営を推進します。グループ各社の経営上の重要事項については、当社に対し適切に報告
ないし協議を行うこととします。
グループ各社の中期経営計画及び年度予算を包含したグループ中期経営計画を定め、

これの進捗管理を行うことにより、グループ全体の経営活動を効果的に推進します。
また、社長直属の監査部門を設置し、三重交通グループ全体の内部監査を実施又は統

括し、グループの業務全般にわたる内部統制の有効性と妥当性の確保を目指します。
さらに、グループ各社の情報交換とグループ活動の推進を図るため、グループ代表者

会議を定期的に開催します。
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(6) 監査役の監査に関する体制（補助すべき使用人の体制、使用人の取締役からの独立
性に関する事項、使用人への指示の実効性確保に関する体制、監査役への報告に関す
る体制、報告したことを理由に不利な扱いを受けないことを確保するための体制、監
査費用等に係る方針に関する事項、その他監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制）
監査役会及び監査役の監査に関する職務を補助するため「監査役室」を設置します。

同室所属の使用人は監査役の指揮を受け、その異動及び評価については、常勤の監査役
の同意を得ることとします。
監査役は取締役会に出席し、付議された重要案件について報告を受けるとともに必要

があると認めるときには意見を述べることとします。また、業務執行に係る重要な文書
の回付を受け確認するとともに、必要に応じて取締役及び使用人、さらには子会社から
報告を求めることができる体制を確保します。
当社の取締役及び使用人並びにグループ各社の取締役、監査役及び使用人は、「グル

ープ経営要綱」及び「三重交通グループホールディングスへの報告・承認基準」等に基
づき、業務執行に関する事項及びその他重要な事項について、各社の監査役及び三重交
通グループホールディングスの常勤の監査役に報告します。
上記の報告をした者に対しては、報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受け

ないよう適正に対処します。
監査役が職務執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該

監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務
を処理します。
さらに、常勤の監査役は、「経営会議」等の会議体に出席し、報告を受けるとともに

意見を述べることができることとします。その他、会計監査人の当社並びに子会社に対
する往査に立会い、定期的な情報交換を行う機会を設けます。
監査役会は、グループ各社の監査役と緊密に連携し、グループとしての監査機能の強

化を図ります。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
（コンプライアンスに関する取組みの状況）

本年度のコンプライアンスに関する取組みの状況は、グループコンプライアンス推進
委員会を２回開催し、コンプライアンス推進に関する基本方針及び施策並びにコンプラ
イアンスに関する教育、研修等の計画及び実施等についての審議・決定を行いました。
また、啓発活動としてコンプライアンス知識醸成を目的としたセミナーを開催しまし
た。

（リスク管理に関する取組みの状況）
三重交通グループ各社の企業活動を取り巻く様々なリスクを適切に管理するため、

「グループリスク管理規程」に基づき、リスクが発生する若しくはその恐れがあると認
めた場合は、速やかに対処する体制を整えております。
本年度のリスク管理に関する取組みの状況は、グループのリスクの評価・分析を行

い、重要なリスクについて、発生を未然に防止するための必要な措置を講じました。

（取締役の職務の執行の効率性確保に関する取組みの状況）
「取締役会規程」や「経営会議規程」等の社内規程に基づき、取締役が法令及び定款

に則り行動するよう徹底しており、社外取締役を複数名選任し、監督機能の強化を図っ
ております。
また、組織規程等で業務分掌、職務権限を定めており、これにより責任の明確化及び

効率的な業務の遂行を図っております。
本年度の取締役の職務の執行の効率性確保に関する取組みの状況は、取締役会を１１

回、経営会議を１６回開催し、適正な業務執行及び意思決定並びに監督を行っておりま
す。
また、取締役のトレーニングとして、新任役員に対し、「コーポレートガバナンス」

「役員責任」「サステナビリティ」をテーマとした研修を実施しました。さらに、事業活
動に関する情報や知識を提供するため、就任以降もグループ役員研修会の実施など、ト
レーニングに必要な機会を提供しております。
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（当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための取組みの状
況）
グループ経営の基本方針及び当社とグループ各社の責任権限の在り方等を明確にした

「グループ経営要綱」に基づき、グループ連結経営を行っております。グループ各社の
経営上の重要事項については、「三重交通グループホールディングスへの報告・承認基
準」等に基づき、当社に対し適切に報告ないし協議を行う体制が整っております。
内部統制室は子会社に対する監査を実施しており、グループ経営に対応した効率的な

モニタリングを実施しております。
本年度の当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

取組みの状況は、取締役会及び経営会議において、月次での予算の進捗管理のほか、令
和５年５月に策定した「三重交通グループ中期経営計画（2023−2026）」の進捗状況
を検証するなど、グループ経営としての一体性を確保しております。

（監査役監査の実効性の確保に関する取組みの状況）
社外監査役を含む監査役は、取締役会への出席並びに常勤監査役による経営会議及び

その他の重要会議への出席を通じて、内部統制の整備、運用状況を確認しております。
また、社外取締役、会計監査人及び内部統制室と定期的に情報交換を実施することで、
当社の内部統制システム全般について状況を把握するよう努めております。
監査役会及び監査役の監査に関する職務を補助するため監査役室を設置し、使用人を

３名配置しております。
本年度の監査役監査の実効性の確保に関する取組みの状況は、社外監査役２名を含む

監査役４名で構成される監査役会を１１回開催しました。その他常勤監査役と子会社の
監査役との連絡会議を２回開催し、情報交換を行いました。
また、常勤監査役は本年度開催された取締役会のほか、経営会議等に出席しました。

その他、会議体の議事録及び稟議を閲覧しております。
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連結株主資本等変動計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 3,000,000 10,572,904 34,742,910 △663,161 47,652,653
当期変動額
剰余金の配当 △1,201,795 △1,201,795
親会社株主に帰属する
当期純利益 6,058,649 6,058,649

自己株式の取得 △171 △171
自己株式の処分 99,494 19,506 119,001
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 − 99,494 4,856,854 19,335 4,975,684
当期末残高 3,000,000 10,672,399 39,599,765 △643,826 52,628,338

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差 額 金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 6,913,164 3,282,401 1,157,775 11,353,341 325,764 59,331,759
当期変動額
剰余金の配当 △1,201,795
親会社株主に帰属する
当期純利益 6,058,649

自己株式の取得 △171
自己株式の処分 119,001
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △715,252 △69,069 △363,868 △1,148,190 25,301 △1,122,889

当期変動額合計 △715,252 △69,069 △363,868 △1,148,190 25,301 3,852,794
当期末残高 6,197,911 3,213,332 793,906 10,205,150 351,065 63,184,554

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1） 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 23社
連結子会社の名称
三重交通㈱、三交不動産㈱、三重いすゞ自動車㈱、御在所ロープウエイ㈱、
三重交通商事㈱、㈱三重カンツリークラブ、名阪近鉄バス㈱、㈱三交タクシー、
三重急行自動車㈱、㈱三交クリエイティブ・ライフ、三重交通コミュニティ㈱、
三交伊勢志摩交通㈱、㈱三交シーエルツー、三交興業㈱、八風バス㈱、ミドリサービス㈱、
名阪近鉄旅行㈱、㈱三交不動産鑑定所、鳥羽シーサイドホテル㈱、㈱三交イン、
㈱三交ドライビングスクール、三交ウェルフェア㈱、㈱エム・エヌ・ボディーワークス

（2） 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の数及び会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 ２社
持分法を適用した関連会社の名称
三重県観光開発㈱、㈱松阪カントリークラブ

② 持分法を適用しない関連会社の名称等
会社等の名称
㈱エム・エス・ピー

持分法を適用しない理由
持分法を適用しない会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用会社から除外しております。

（3） 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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（4） 会計方針に関する事項
① 資産の評価基準及び評価方法
ア 有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの

……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

市場価格のない
株 式 等

……移動平均法による原価法

イ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商 品 及 び 製 品……主として売価還元法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）
・販 売 用 不 動 産……個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
・仕 掛 品……個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
・原材料及び貯蔵品……主として移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）
② 固定資産の減価償却の方法
ア 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く。）
……定率法を採用しております。ただし、賃貸資産、太陽光発電に係る資産及び
運搬具のうちバス車両、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。
なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。
イ 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く。）
……定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ウ リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リー
ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 引当金の計上基準
ア 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。
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イ 製 品 保 証 引 当 金……分譲土地建物のアフターサービス費用等の支払に備えるため、過去の支払実
績を基礎に将来の補修費等見積額を計上しております。

ウ 賞 与 引 当 金……従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合
う分を計上しております。

エ 旅行券引換引当金……発行済旅行券の未使用分について、一定期間後収益に計上したものに対する
将来の使用に備えるため、過去の引換率を基に見積額を計上しております。

オ 修 繕 引 当 金……環境エネルギー事業の発電設備につき、定期修繕費用の支出に備えるため、
修繕計画による支出見込額のうち、当連結会計年度において発生していると認
められる額を計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
ア 収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容
及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
・運輸業

運輸業は、主にバス及びタクシーによる旅客輸送サービスを提供しており、顧客に旅客輸送サービ
スを提供した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識しております。

・不動産業
分譲事業は、主にマンション及び戸建住宅の販売を行っており、顧客との不動産売買契約に基づき
当該物件の引き渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は、顧客に物件を引き渡した時点で
充足すると判断し、当該時点で収益を認識しております。
建築事業では、主に工事契約による戸建住宅等の建築工事の請負を行っており、履行義務を充足す

るにつれて、一定の期間にわたり収益を計上しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見
積りの方法は、発生原価に基づくインプット法によっております。ただし、契約における取引開始日
から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、一定の
期間にわたり収益を認識せず、引き渡し時点において履行義務が充足されると判断し、当該時点で収
益を認識しております。
賃貸事業では、保有するオフィスビル及び商業施設等の賃貸を行っており、当該不動産の賃貸収入

は「リース取引に関する会計基準（企業会計基準第13号 平成19年３月30日）」に従い、賃貸借契
約期間にわたって収益を認識しております。

・流通業
主に石油製品・生活用品・車両等の販売を行っており、顧客に商品を引き渡した時点で顧客が当該

商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
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・レジャー・サービス業
ビジネスホテル事業及び旅館業では、主に宿泊施設の提供並びにこれに付随するサービスを提供し

ており、顧客にサービスの提供が完了した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を
認識しております。
旅行事業では、主に企画旅行商品の販売、旅行の手配等を行っており、旅行が終了した時点又は発

券もしくは手配完了時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識しておりま
す。

イ 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年

金資産の額を控除した額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８〜11年）による定

額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（８〜11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。
未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部にお

けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
一部の連結子会社は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。
ウ 支払利息の原価算入

期間費用として処理しております。
ただし、特定の大規模開発事業に係る借入金等の支払利息については取得原価に算入しておりま

す。
なお、当連結会計年度において取得原価に算入した支払利息はありません。

エ 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社及び一部の連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する

場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 令和３年８月12日）に従って、法
人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っておりま
す。
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2. 表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「未払金」（当連結会計年度7,703,833千円）につい
ては、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「流動負債」の「その他」に含めて表
示しております。

（連結損益計算書）
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「減損損失」（当連結会計年度91千円）については、

金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「特別損失」の「その他」に含めて表示して
おります。

3. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産及び無形固定資産 113,484,401千円
減損損失 91千円

② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループは、事業用資産及び賃貸資産については管理会計上の区分を基準に概ね独立したキャッシ

ュ･フローを生み出す単位毎に、遊休資産については個別物件単位で、資産のグルーピングを行っておりま
す。
減損の兆候があると認められる資産又は資産グループについては、当該資産又は資産グループから得ら

れる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額とを比較することにより、減損損失の認識の要否を
判定します。減損損失の認識が必要と判定された場合は、固定資産の帳簿価額を回収可能価額（正味売却
価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
なお、事業計画は期末時点において入手可能な情報をもとに策定しておりますが、市場環境の悪化や需

要の変化等が起こった場合には、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があり
ます。
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4. 連結貸借対照表に関する注記
（1） 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産
（道路交通事業財団）
建物及び構築物 322,820千円
機械装置及び運搬具 ０千円
土地 1,366,979千円

計 1,689,799千円
（その他）
現金及び預金 1,500,000千円
商品及び製品 139,278千円
販売用不動産 925,248千円
建物及び構築物 5,645,554千円
土地 16,629,526千円
投資有価証券 7,061,374千円
(うち関係会社株式) (3,538,029千円)

計 31,900,982千円
②担保に係る債務
（道路交通事業財団）
１年内返済予定の長期借入金 144,600千円
長期借入金 286,400千円

計 431,000千円
（その他）
支払手形及び買掛金 139,278千円
短期借入金 3,610,000千円
１年内返済予定の長期借入金 16,839,566千円
流動負債「その他」 284,812千円
長期借入金 32,040,606千円
長期預り保証金 2,927,452千円

計 55,841,714千円
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（2） 有形固定資産の減価償却累計額 98,339,714千円
（3） 保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。
一般顧客（住宅ローン） 796,500千円

計 796,500千円
（4） 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び同改正法（平成11年３月31日
公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に
係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産
の部に計上しております。
（再評価の方法）
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定める不動

産鑑定士による鑑定評価によっております。
（再評価を行った年月日）
平成12年３月31日

（同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額）
再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額を記載しておりません。

（5） コミットメントライン契約
不慮の支出に備える等の理由から、取引銀行１行とコミットメントライン契約（特定融資枠契約）を締

結しております。借入枠は1,000,000千円であり、実行残高はありません。

5. 連結損益計算書に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益の額

顧客との契約から生じる収益の金額は、連結注記表「９．収益認識に関する注記（１）顧客との契約か
ら生じる収益を分解した情報」に記載しております。

(2) 棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額
商品売上原価に収益性の低下した販売用不動産の簿価切下げ額466,768千円が含まれております。
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6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1） 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

① 普通株式 107,301 千株
② 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
の株式数(千株)

普通株式
（※1、2） 7,258 0 213 7,045

（※1）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
（※2）自己株式数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。
（2） 配当に関する事項

① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

令和6年6月20日
定時株主総会 普通株式 600,257 6.0 令和6年3月31日 令和6年6月21日

令和6年10月23日
取締役会 普通株式 601,537 6.0 令和6年9月30日 令和6年11月21日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

令和7年6月17日
定時株主総会 普通株式 802,048 8.0 令和7年3月31日 令和7年6月18日

（注） 配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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7. 金融商品に関する注記
（1） 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金
を調達しております。
受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理方針に沿ってリスク低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
（2） 金融商品の時価等に関する事項

令和７年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません
（（注）を参照ください。）。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び
買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似することから、注記を省略しており
ます。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

① 投資有価証券
その他有価証券 12,703,662 12,703,662 ー

資産計 12,703,662 12,703,662 ー
② 長期借入金(※) 67,448,804 66,537,029 △911,774
③ 長期預り保証金 8,669,771 8,631,407 △38,363

負債計 76,118,575 75,168,436 △950,138
（※）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

(注) 市場価格のない株式等

区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式 1,410,579
①には含めておりません。
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（3） 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券 12,703,662 ー ー 12,703,662

資産計 12,703,662 ー ー 12,703,662

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 ー 66,537,029 ー 66,537,029
長期預り保証金 ー 8,631,407 ー 8,631,407

負債計 ー 75,168,436 ー 75,168,436
(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
・投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。
・長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
・長期預り保証金
長期預り保証金の時価については、返還見込額を、実質的な契約期間に対応するリスクフリーレートで割

り引いた現在価値によって算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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8. 賃貸等不動産に関する注記
（1） 賃貸等不動産の状況に関する事項

連結子会社の一部では三重県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル及び商業施設（土地を含
む。）等を有しております。

（2） 賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）

60,767,062 77,604,800
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等

を用いて調整したものを含む。）であります。
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9. 収益認識に関する注記
（1） 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

合計
運輸 不動産 流通 レジャー・

サービス
一般乗合旅客自動車
運送事業 10,855,749 10,855,749

一般貸切旅客自動車
運送事業 5,924,714 5,924,714

旅客運送受託事業 3,662,907 3,662,907

分譲事業 12,857,886 12,857,886

賃貸事業 1,482,239 1,482,239

建築事業 4,118,711 4,118,711

環境エネルギー事業 5,290,117 5,290,117

石油製品販売事業 9,520,454 9,520,454

生活用品販売事業 8,542,237 8,542,237

自動車販売事業 14,139,582 14,139,582

ビジネスホテル事業 6,660,979 6,660,979

その他 2,232,289 2,872,027 − 8,345,906 13,450,223
顧客との契約から
生じる収益 22,675,661 26,620,981 32,202,274 15,006,885 96,505,802

その他の収益 − 7,343,375 − − 7,343,375
外部顧客への
営業収益 22,675,661 33,964,356 32,202,274 15,006,885 103,849,178

（2） 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．（４）会計方針に関する事項 ④ その他連結計算書類

の作成のための基本となる重要な事項 ア 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（3） 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等

当連結会計年度（千円）
顧客との契約から生じた債権（期首残高）
受取手形 178,108
売掛金 7,337,919

7,516,028
顧客との契約から生じた債権（期末残高）
受取手形 137,729
売掛金 7,637,845

7,775,575
契約負債（期首残高） 2,007,987
契約負債（期末残高） 1,631,635
契約負債は、主に、運輸業及び不動産業における顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩

しております。当連結会計年度の期首時点の契約負債残高は、概ね当連結会計年度の収益として認識し
ており、翌連結会計年度以降に繰り越される金額に重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用

し、当初に予想される契約期間が1年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足（又
は部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末において761,457千円であります。当該履行義務
は、主に不動産販売事業におけるマンション販売に関するものであり、期末日後概ね１年以内に収益と
して認識されると見込んでおります。
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10. １株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 626円73銭
（2） １株当たり当期純利益 60円48銭

11. その他の注記
（資産除去債務に関する注記）
（1） 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

① 当該資産除去債務の概要
事務所等の不動産賃貸借契約及び環境エネルギー事業の発電設備に係る原状回復義務等であります。

② 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を、当該契約の期間に応じて８〜38年と見積り、割引率は0.018〜2.165％を使用して

資産除去債務の金額を算定しております。
③ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 1,881,782千円
取得に伴う増加額 16,861千円
時の経過による調整額 15,902千円
期末残高 1,914,546千円

（2） 連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
連結子会社が使用している事務所等の一部については、不動産賃貸借契約により、事業終了時又は退去

時における原状回復義務に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃貸資産の使用期間が明確で
なく、現在のところ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができませ
ん。また、一部の建物について、解体時におけるアスベスト除去費用に係る債務を有しておりますが、当
該債務に関連する建物の撤去時期が明確でなく、将来解体する予定もないことから、資産除去債務を合理
的に見積ることができません。そのため当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

本連結注記表中、千円単位の記載金額は千円未満を、千株単位の記載株式数は千株未満をそれぞれ切り捨
てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

当期首残高 3,000,000 750,000 11,724,618 12,474,618
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の処分 85,720 85,720

当期変動額合計 − − 85,720 85,720
当期末残高 3,000,000 750,000 11,810,338 12,560,338

株 主 資 本

純資産合計
利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 10,405,777 10,405,777 △1,131,481 24,748,914 24,748,914
当期変動額
剰余金の配当 △1,201,795 △1,201,795 △1,201,795 △1,201,795
当期純利益 2,181,839 2,181,839 2,181,839 2,181,839
自己株式の取得 △171 △171 △171
自己株式の処分 33,281 119,001 119,001

当期変動額合計 980,044 980,044 33,109 1,098,874 1,098,874
当期末残高 11,385,821 11,385,821 △1,098,371 25,847,789 25,847,789
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2025年05月20日 19時49分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



22

個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
・子会社株式及び関連会社株式

……移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・原材料及び貯蔵品 ……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

（2） 引当金の計上基準
賞 与 引 当 金 ……従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分

を計上しております。
（3） 収益及び費用の計上基準

……約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ
スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
当社の収益は、関係会社受取配当金及び関係会社受入手数料であります。関

係会社受取配当金については、配当金の効力発生日をもって認識しておりま
す。関係会社受入手数料については、子会社への契約内容に応じた受託業務・
サービス等を提供することが履行義務であり、受託業務・サービス等が提供さ
れた時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識して
おります。

2. 貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
① 短期金銭債権 8,870,325千円
② 長期金銭債権 4,805千円
③ 短期金銭債務 50,423千円
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3. 損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
① 営業取引（収入分） 3,476,945千円
② 営業取引（支出分） 468,272千円
③ 営業取引以外の取引（収入分） 27,793千円
④ 営業取引以外の取引（支出分） 15千円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度
期首の株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末の
株式数（千株）

普通株式
（注1、2） 7,258 0 213 7,045

（注1）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
（注2）自己株式数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。

5. 税効果会計に関する注記
当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関

する取扱い」（実務対応報告第42号 令和３年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又は
これらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は賞与引当金等であります。
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6. 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の
名称

議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社

三重
交通㈱

所有
直接100％

資金の貸借

役員の兼任

経営管理料の受取
(注１) 286,463 ― ―

設備使用料の受取
(注２) 2,952 ― ―

業務委託料(注３) 128,080 ― ―

施設の賃借(注４) 112,143 ― ―

広告宣伝費(注５) 79,120 ― ―

ＣＭＳによる資金
の預け金(注６) 7,957,857 預け金 8,076,312

利息の受取(注６) 27,793 ― ー

三交
不動産㈱

所有
直接100％ 役員の兼任

経営管理料の受取
(注１) 519,865 ― ―

設備使用料の受取
(注２) 4,620 ― ―

グループ通算制度
に伴う受取予定額 544,883 未収入金 544,883
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 前３年内事業年度における営業収益、営業費用、経常利益及び総資産額の各平均値を基礎数値に各社

の構成比率を算出して、経営管理料を決定しております。
（注２） 当該設備の使用状況により各社の構成比率を算出して、設備使用料を決定しております。
（注３） 三重交通㈱から提示された業務委託料を毎期見直し、価格を決定しております。
（注４） 三重交通㈱から提示された賃借料を毎期見直し、価格を決定しております。
（注５） 三重交通㈱から提示された広告料を価格交渉の上で決定しております。
（注６） 当社は三重交通㈱が導入しているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参加しており、

利息はＣＭＳに係るものであります。また、取引金額は平均預け残高を記載しております。利率は市場
金利を勘案して決定しております。

7. 収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（３）収益及び費

用の計上基準」に記載しております。

８. １株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 257円82銭
（2） １株当たり当期純利益 21円78銭

本個別注記表中、千円単位の記載金額は千円未満を、千株単位の記載株式数は千株未満をそれぞれ切り
捨てて表示しております。
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